
観測だより 58 号，2008  15

はじめに
 神奈川県は、太平洋プレート、フ

ィリピン海プレート、北米プレート

という３つのプレートが集中する地

域に位置するため、いろいろなタイ

プの地震が起こりやすい地域となっ

ています。

そこで、神奈川県では、これま

でに３回、大規模地震が発生した場

合の死傷者などの人的被害や建物倒

壊などの物的被害の状況をあらかじ

め見積もる「地震被害想定調査」を

実施してきました（表 1）。しかし、

前回の調査から約１０年が経過し、

社会的な状況が変化していることか

ら、平成１９年度から２０年度にか

けて改めて被害想定調査を実施して

います。ここでは、神奈川県が行っ

ている地震被害想定調査について報

告します。

地震被害想定調査とは
 地震被害想定調査とは、ある特定

の地震を想定し、その地震が発生し

た場合に県内の震度分布がどのよう

になるのかを把握し、その際の死傷

者数や建物の倒壊棟数、火災やがけ

崩れの発生状況、津波の高さや被害

などを試算する調査のことです。

 調査結果は、地震の被害を低減す

るために、事前にどの地域でどのよ

うな対策を行う必要があるのか、ま

た、地震発生時の応急対策としてど

のようなことが必要になるのかなど

の地震対策を検討する際の基礎資料

として活用します。

想定地震
 今回の調査は、７つの地震を対象

に実施します。具体的には、①東海

地震、②東京湾北部地震（首都直下

の地震）、③南関東地震（大正関東

地震の再来型）、④神奈川県西部地

震、⑤神奈川県東部地震（県庁直下

の地震）、⑥神縄・国府津－松田断

層帯の地震、⑦三浦半島断層群の地

震（衣笠・北武断層帯）ですが、東

海地震については、長周期地震動に

ついても検討することとしていま

す。このほか、国の最新の調査結果

を踏まえ、国府津－松田断層と南関

東地震の連動型の地震についても検

討することとしており、更に津波に

ついては、元禄関東地震についても

想定することとしていることから、

それらを含めると９タイプの地震を

想定することになります。

調査の特徴
 はじめに、国の評価が変更された

地震への対応が挙げられます。東海

地震は、前回の調査とは想定震源域

が大きく変更されています（図１）。

神縄・国府津－松田断層帯の地震は、

想定される地震の規模（マグニチュ

ード、以下 M と表記）が M ８から

M7.5 へ修正されるとともに、最新

の研究成果では、関東地震との連動
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図 1 これまでの震源域と新たな

震源域。（中央防災会議「東海地

震に関する専門調査会」資料。

http://www.bousai.go.jp/jishin/

chubou/tokai/10/siryou2-1.pdf）

表 1 これまでの地震被害想定調査の一覧
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図 2 三浦半島断層群の地震。

（地震調査研究推進本部「三浦半島活断層群の地震を想定した強震動評価について。

 http://www.jishin.go.jp/main/kyoshindo/03oct_miura/index.htm）

図 3 地震防災戦略の概要。

（内閣府ホームページ。http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/taisaku_toukai/pdf/senryaku/gaiyou.pdf）
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の可能性についても議論されていま

す。また、三浦半島断層群の地震に

ついては、新たに長期評価と強震動

評価が公表され、地震発生確率につ

いては、我が国の主な活断層の中で

は高いグループに属することが指摘

されています（図２）。

 次に、地震防災戦略への対応が挙

げられます。地震防災戦略は、国の

中央防災会議において、具体的な被

害軽減目標を数値目標として定め、

人的被害や経済被害の軽減につなが

る個々の対策を、達成時期を含めて

具体的な数値として定めるものです

が、国は、地方公共団体に対しても

地域目標の策定を要請しています

（図 3）。

 今回の被害想定調査では、本県に

おける地震防災戦略の策定に必要と

なる個々の施策をあらかじめ変数と

して設定し、施策の効果が被害の軽

減にどれだけ役に立つのかというこ

とを検証することとしています（地

震防災戦略は、平成２１年度に策定

予定）。

 なお、調査で得られた震度分布や

液状化想定区域、津波浸水予測など

は、インターネットＧＩＳ（地理情

報システム）により公表しますので、

お住まいの地域で想定する地震が起

こったときに、どれくらいの揺れに

なるのかを知ることができます。ま

た、地震発生直後の初動体制の確保

に資するため、地震の震源、規模等

から被害を推計することができる

「被害推計システム」を作成します。

調査の進め方
 調査にあたっては、理学的、工学

的、社会学的な面で高度な専門性が

求められますので、学識経験者や国、

市町村及び県の関係機関で構成する

「神奈川県地震被害想定調査委員会」

を設置して、調査結果の総合評価な

どを行っています（表 2）。

 また、委員会の下に、地盤・地震

動部会、津波部会、建物・構造物部

会、火災部会、ライフライン・交通

部会、地震防災戦略・経済被害・効

果分析部会の６つの部会を設けて、

それぞれの専門分野ごとに、学識経

験者、ライフライン機関、国、市町

村及び県の関係機関による検討を進

めています。

 平成１９年度は、地盤・地震動部

会と津波部会を中心に審議を行い、

県全体の地盤構造を明らかにし、震

源モデルから得られる強震動予測や

津波シミュレーションから求められ

る浸水予測を実施しています。

 また、一般県民、自主防災組織、

消防団、事業所を対象に、地震対策

に関する意識調査を行っています。

 人的被害や物的被害などの算出や

各種の成果報告書の作成、インター

ネットＧＩＳにより調査結果を公表

するシステムの作成などは、平成

２０年度に行います。

表 2 神奈川県地震被害想定調査委員会委員の一覧。
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調査結果の活用（自助の充実にむけ
て）
 自らの身は自ら守る。これが防災

の基本です。そこで、そうした自助

の取組みの一助とするため、県全域

の震度分布図や液状化想定図、延焼

火災予測図、津波浸水予測図などを

作成し、インターネットホームペー

ジ（インターネットＧＩＳ：地理情

報システム）で公表することとして

います。

 図４は、前回の調査で作成した南

関東地震の震度分布図です。これは

１ｋｍメッシュで作図しているた

め、自分の住んでいる地域がどれく

らいの揺れになるのかを正確に知る

ことは困難でした。

 今回の調査では、２５０ｍメッシ

ュで作図するとともに、ＧＩＳの特

性を活かし、縮尺の変更も可能とな

るため、より詳細に地域の震度分布

を知ることができます。

 県民の皆さまには、これらの結果

を活用し、積極的に家屋の耐震化や

家具の転倒防止対策などの地震対策

を進めていただきたいと思います。
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図 4 南関東地震の震度分布想定図。

（神奈川県地震被害想定調査報告書（平成 11 年 3 月））
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